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第５９期 鹿島石油株式会社

百万円 百万円

108,886 68,876

（ 28,958 ） （ 39,192 ）

6 7,000

11,069 3

3,986 15,460

0 3,220

7,208 104

6,483 291

203 195

654

12,249

13

（ 79,928 ） （ 29,684 ）

〔 69,678 〕 15,000        

11,235 7             

1,846

6,988 4,331

0 16

502 10,314

47,908 15

9

1,185

40,010

〔 670 〕 （ 30,673 ）

670 〔 20,000 〕

〔 197 〕

197

〔 9,579 〕

34 〔 10,476 〕

1,381 2,595

672 7,881

244 7,881         

7,459

259 （ 9,336 ）

△ 471 〔 9,336 〕

108,886 108,886

                   

資 産 合 計 負 債 お よ び 純 資 産 合 計

繰 延 税 金 資 産

そ の 他 投 資 評 価 ・ 換 算 差 額 等

貸 倒 引 当 金 土 地 再 評 価 差 額 金

資 本 剰 余 金

繰 越 利 益 剰 余 金

利 益 準 備 金

資 本 準 備 金

投 資 そ の 他 の 資 産

長 期 前 払 費 用

純 資 産 の 部

無 形 固 定 資 産 株 主 資 本

ソ フ ト ウ ェ ア 資 本 金

投 資 有 価 証 券 利 益 剰 余 金

関 係 会 社 株 式

そ の 他 利 益 剰 余 金関 係 会 社 長 期 貸 付 金

リ ー ス 債 務

油 槽 再 評 価 に 係 る

機 械 装 置 繰 延 税 金 負 債

修 繕 引 当 金

役 員 退 職 引 当 金

環 境 対 策 工 事 引 当 金

リ ー ス 資 産

建 設 仮 勘 定

土 地

長 期 借 入 金

前 払 費 用 未 払 法 人 税 等

未 収 入 金 未 払 費 用

そ の 他 流 動 資 産

未 払 消 費 税 等

預 り 金

固 定 資 産 固 定 負 債

修 繕 引 当 金

そ の 他 流 動 負 債

賞 与 引 当 金

現 金 預 金 短 期 借 入 金

売 掛 金 リ ー ス 債 務

貯 蔵 品 未 払 金

資 産 の 部 負 債 の 部

流 動 資 産 流 動 負 債

貸　　借　　対　　照　　表
（2026年 3月31日現在）

科         目 金          額 科         目 金          額

短 期 貸 付 金

有 形 固 定 資 産

車 両 運 搬 具

工 具 器 具 備 品

建 物 ・ 構 築 物
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第５９期 鹿島石油株式会社

百万円 百万円

54,701         

52,138         

2,563          

954            

1,608          

18

155

384 558            

222

438 661            

1,505          

0

12

14 26             

1,479          

3,083          

2,743△         

1,138          

法 人 税 等 調 整 額

当 期 純 利 益

特 別 損 失

固 定 資 産 除 却 損

投 資 有 価 証 券 売 却 損

税 引 前 当 期 純 利 益

法人税、住民税および事業税

減 損 損 失

経 常 利 益

売 上 総 利 益

販 売 費 お よ び 一 般 管 理 費

営 業 利 益

営 業 外 収 益

受 取 利 息

雑 収 入

営 業 外 費 用

支 払 利 息

雑 損 失

資 産 賃 貸 収 入

売 上 原 価

損　　益　　計　　算　　書

自  2025年　4月 1日

至  2026年　3月31日

売 上 高
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株主資本等変動計算書
第５９期 （ 自  2025年　4月 1日 至  2026年　3月31日 ） 鹿島石油株式会社

百万円 百万円 百万円 百万円 百万円 百万円

百万円 百万円

当 期 変 動 額 合 計 － 138

当 期 末 残 高 9,336 40,010

剰 余 金 の 配 当 △1,000

当 期 純 利 益 1,138

当 期 変 動 額

当 期 首 残 高 9,336 39,871

30,673

評価・換算差額等

純資産合計
土地再評価
差　額　金

当 期 末 残 高 20,000 197 2,595 7,881 10,476

当 期 変 動 額 合 計 － － 100 38 138 138

△ 1,000

当 期 純 利 益 1,138 1,138 1,138

剰 余 金 の 配 当 100 △1,100 △1,000

当 期 変 動 額

30,535当 期 首 残 高 20,000 197 2,495 7,842 10,337

株主資本

資本金

資本剰余金 利益剰余金

株主資本
合    計資本準備金 利益準備金

その他利益剰余金
利益剰余金

合 　　計繰越利益
剰 余 金
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個 別 注 記 表

（１）資産の評価基準および評価方法

　①有価証券の評価基準および評価方法

　　ア．子会社株式および関連会社株式 移動平均法による原価法を採用しております。

　　イ．その他有価証券

　　　市場価格のない株式等 移動平均法による原価法を採用しております。

　②棚卸資産の評価基準および評価方法

　　　評価基準は収益性の低下による簿価切下げの方法、評価方法は移動平均法による原価法を採用しております。

（２）固定資産の減価償却の方法

　①有形固定資産 定額法を採用しております。

(リース資産を除く）

　②無形固定資産 定額法を採用しております。

(リース資産を除く） 　なお、自社利用のソフトウェアについては、社内における利用可能期間（5年）

に基づく定額法を採用しております。

　③リース資産 リース期間を耐用年数とし、残存価額を零とする定額法を採用しております。

（３）引当金の計上基準

　①貸倒引当金　 　債権の貸倒損失に備えるため、一般債権については貸倒実績率により、貸倒懸念

債権等特定の債権については個別に回収可能性を検討して、回収不能見込額を計上

しております。

　②賞与引当金　 従業員に対する賞与の支払に備えるため、支給見込額に基づき計上しております。

　③役員退職引当金　 　役員に対する退職慰労金の支給に備えるため、内規に基づく期末要支給額を計上し

ております。

　④修繕引当金 　将来の修繕費用の支出に備えるため、消防法により定期開放点検が義務づけられた

油槽に係る点検修理費用、製油所の機械装置に係る定期修理費用および各機器の機能

維持のための取替の補修工事に係る費用等を期間配分し、当事業年度に対応する額を0

計上しております。

　⑤環境対策工事引当金 　過去の操業に起因する環境対策工事の支出に備えるため、今後発生すると見込まれ

る損失について、合理的に見積もられる金額を計上しております。

（４）収益および費用の計上基準 　受託精製に関わる収益は顧客との受委託業務に基づいて、主に原油等の精製業務およびこれに付

随する諸業務を履行する義務を負っております。当該履行義務は、委託元と原油処理量の実績に

ついての合意をもって充足されると判断し月末時点において収益を認識しております。

１．重要な会計方針に係る事項に関する注記
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　当社の計算書類には、経営者の見積りを含みます。この見積りは過去の実績および当事業年度の末日において合理的であると考

えられる様々な要因等を勘案した経営者の最善の見積りに基づきますが、結果は、見積りとは異なる可能性があります。

　当社の計算書類に重要な影響を与える可能性のある、主な見積りは以下のとおりであります。

繰延税金資産

　繰延税金資産は、将来減算一時差異および繰越欠損金を利用できる課税所得が生じる可能性が高い範囲内で金額を算定します。

　将来の課税所得の生じる時期および金額は、原油処理数量等の仮定を含めた、経営者が承認した事業計画に基づいて見積ります。

　これにより、当事業年度末、繰延税金資産として計上した金額は7,459百万円です。課税所得が生じる時期および金額は、将来

の不確実な経済状況の変化によって影響を受けることから、実際に生じた時期および金額が見積りと異なった場合は、それに伴

い利用可能な繰延税金資産の金額も変動し、その結果、計算書類に重要な影響を与える可能性があります。

固定資産の減損

　資産に減損の兆候が存在する場合は、当該資産の将来キャッシュ・フローに基づき、減損の要否の判定を実施しております。

　減損の要否に係る判定単位であるキャッシュ・フロー生成単位については製油所全体を資産グループの最小単位としております。 

　固定資産の減損の要否の判定において、原油処理量等に一定の仮定を設定しております。 

　これらの仮定は将来の不確実な経済状況の変化によって影響を受け、翌事業年度以降の計算書類に重要な影響を与える可能性が

あります。

　なお、当事業年度において、事業に関する減損損失は認識しておりませんが、遊休資産に関する減損損失は12百万円計上しております。

（１）有形固定資産の減価償却累計額 百万円

（２）関係会社に対する金銭債権および金銭債務

　　　（ア）　①金銭債権

　　短期金銭債権 百万円

　　　（ア）　②金銭債務

　　短期金銭債務 百万円

（３）担保に供している資産および担保に係る債務

　①担保提供資産

建物・構築物 百万円

油槽 百万円

機械装置 百万円

車両運搬具 百万円

工具器具備品 百万円

土地 百万円

計 百万円

　②上記に対応する債務

未払金 百万円

３．貸借対照表に関する注記

2,761

256,285

16,920

3,317

11,010

1,846

6,988

0

494

46,968

67,310

２．重要な会計上の見積りに関する注記
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（４）土地の再評価に関する法律に基づき、事業用土地の再評価を実施しており、土地再評価差額から土地再評価にかかる繰延

税金負債を控除した金額を土地再評価差額金として純資産の部に計上しております。

　①再評価実施日 　平成12年3月31日および平成13年12月31日2000年3月31日および2001年12月31日

　なお、2001年12月31日は被合併法人（株式会社ペトカ）における再評価実施日で

あります。

　②再評価の方法 　土地の再評価に関する法律施行令第2条第4号に定める地価税法（平成3年法律第69

号）第16条に規定する地価税の課税価格の計算の基礎となる土地の価額を算定するた

めに国税庁長官が定めて公表した方法により算定した価額に合理的な調整を行って算定

しております。

　なお、当該事業用土地の2026年3月31日における時価の合計額は再評価後の帳簿価額の合計額を14,942百万円下回って

おります。

　　関係会社との取引高

（１）営業取引

　①売上高 百万円

　②仕入高 百万円

　③一般管理費 百万円

（２）営業取引以外の取引 百万円

（１）当事業年度の末日における発行済株式の数

  　普通株式 千株

（２）当事業年度中に行った剰余金の配当に関する事項

　2025年 6月27日開催の定時株主総会において、次のとおり決議しております。

　　①配当金の総額 百万円

　　②配当の原資 利益剰余金

　　③１株当たり配当額 円

　　④基準日

　　⑤効力発生日

（３）当事業年度末後に行う剰余金の配当に関する事項

　2026年 6月26日（予定）の定時株主総会において、次の議案を付議する予定です。

　　①配当金の総額 百万円

　　②配当の原資 利益剰余金

　　③１株当たり配当額 円

　　④基準日

　　⑤効力発生日

484

2025年 6月27日

1,000

25

2026年 6月26日

25

2025年 3月31日

2026年 3月31日

24,537

４．損益計算書に関する注記

51,902

118

40,000

５．株主資本等変動計算書に関する注記

1,000
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　繰延税金資産および繰延税金負債の発生の主な原因別の内訳

　　繰延税金資産

賞与引当金 百万円

減価償却超過額 百万円

修繕引当金 百万円

　　　その他その他 百万円

　　繰延税金資産小計 百万円

　　評価性引当額 百万円

　　繰延税金資産合計 百万円

７．金融商品に関する注記

（１）金融商品の状況に関する事項

　当社は、設備投資計画等に照らして、ＥＮＥＯＳファイナンス（株）からの借入により資金を調達しております。

　借入金の使途は設備投資資金（長期）であります。

　売掛金については、親会社であるＥＮＥＯＳ（株）への石油精製業務受託料に係る債権が含まれております。

　未収入金、未払金については、主に親会社であるＥＮＥＯＳ（株）からの石油精製受託に伴う揮発油税に係るもの

であり、揮発油税の納付日に決済されております。

（２）金融商品の時価等に関する事項

 2026年3月31日における貸借対照表計上額、時価およびこれらの差額については、次のとおりであります。

（単位：百万円）

①売掛金

②未収入金

③短期貸付金

④未払金

⑤未払消費税

⑥長期借入金

(*1)負債に計上されているものについては、（　）で示しております。

(*2)１年以内返済の長期借入金は、「長期借入金」に含めて表示しております。

（注）金融商品の時価の算定方式

　 ①売掛金、②未収入金、および③短期貸付金

これらは短期間で決済されるため、時価は帳簿価額にほぼ等しいことから、当該帳簿価額によっております。

　 ④未払金および⑤未払消費税

これらは短期間で決済されるため、時価は帳簿価額にほぼ等しいことから、当該帳簿価額によっております。

 　⑥長期借入金

長期借入金の時価は、元利金の合計額を同様の新規借入を行った場合に想定される利率で割り引いて算定する方法によって

おります。

－

－

7,208

(291) (291) －

(22,000)

時 価(*1)

6,860

206

7,459

△919

1,053

8,378

259

(683)

(15,460)

7,208

差 額

(15,460)

(21,316)

6,483 6,483 －

11,069 11,069 －

貸借対照表
計上額(*1)

６．税効果会計に関する注記
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百万円 百万円

取引条件および取引条件の決定方針等

(*1) 石油精製受委託契約を締結しており、業務委託料は費用相当額をベースに両者間で協議の上決定しております。

(*2) 借入に対して債務保証を受けております。なお、保証料の支払は行っておりません。

(*3)

(*4) 蒸気を購入しており、取引価格は実燃料コストおよび諸経費を勘案して決定しております。

(*5) 不動産の賃貸については、相場賃料等を勘案して賃貸単価を合理的に決定しています。

(*6) 電気と蒸気を購入しており、取引価格は実燃料コストおよび諸経費を勘案して決定しております。

(*7)

(*8)

（１）１株当たり純資産額 円 銭

（２）１株当たり当期純利益 円 銭

　百万円未満を切り捨てて表示しております。

17 

1,321 
鹿島北共同
発電(株)

未払金

－直接
100.0%

構内業務の委託 不動産賃貸収入
(*5)

－54 子会社 ｾﾊﾞｯｸ(株)

関連会社
所有
直接22.0%

未払金用役の購入(*4)

取引の内容

45,838 

4,430 672 

揮発油税等
の立替(*3)

－

5,990 

ＥＮＥＯＳ(株) 売掛金51,902 精製受託

22,000 

属性 期末残高

未収入金

取引金額

被所有
直接72.2%

資金の借入
および貸付

資金の貸付(*8) 6,076 

用役購入 用役の購入(*6)

利息の支払(*8) 222 －

未収入金

12,809 

6,482 短期貸付金

親会社の
子会社

鹿島
ｱﾛﾏﾃｨｯｸｽ(株)

なし 運転業務の受託 用役の提供(*7) 206 

－

親会社の
子会社

なし

資金の返済(*8)

－

ＥＮＥＯＳ
ﾌｧｲﾅﾝｽ(株)

１０．その他の注記

46

９．１株当たり情報に関する注記

25

資金の借入および貸付については、市場金利を勘案して利率を合理的に決定しております。

揮発油税法上、揮発油の製造者がその製造場から移出した揮発油につき揮発油税等を納める義務があるため、当社
は揮発油税等の立替を行っております。

業務受委託契約を締結しており、石油化学製品製造設備の操業を受託しており、取引価格は実コストおよび諸経費
を勘案して協議により決定しております。

1,000

28        

親会社

会社等
の名称

議決権等
の所有

(被所有)
割合

所有

－ 長期借入金 22,000 

－

科目

８．関連当事者との取引に関する注記

精製受託等の役務
の提供(*1)

債務被保証(*2)

10,840 

利息の受取(*8) 2 －

関連当事者との
関係
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１．有形固定資産及び無形固定資産（投資その他の資産に計上された償却費の生ずるものを含む。）の明細

百万円 百万円 百万円 百万円 百万円 百万円 百万円 百万円

（１）有形固定資産の当期増加の内、主なもの

建 物 ・ 構 築 物 11,415 1,136 0 1,316 11,235 59,606 70,842 　　・建物・構築物

COP-1浚渫工事 162

油 槽 1,580 572 － 306 1,846 45,812 47,659 GO配管補修工事 107

照明設備更新(ＬＥＤ化) 60

機 械 装 置 6,725 2,120 0 1,857 6,988 146,587 153,575

　　・機械装置

船舶・車両運搬具 11 － 0 10 0 376 377 流量検定設備更新 818

鹿島MCC連携(MAX-PJ)廃プラスチックリサイクル 230

工 具 器 具 備 品 470 184 0 152 502 3,885 4,388 COP-2ギャングウェイ更新 125

土 地 47,908 － － － 47,908 － 47,908 　　・油槽

TK-916浮屋根デッキ板取替工事 459

リ ー ス 資 産 13 － － 3 9 17 26

建 設 仮 勘 定 577 5,596 4,988 － 1,185 － 1,185

4,988

特 許 権 3 － － 3 － 177 177

ソ フ ト ウ エ ア 424 394 － 148 670 1,604 2,274

投資その他の資産 長 期 前 払 費 用 499 583 74 763 244 4,226 4,470

(12)

（注）「当期減少額欄」の（ ）内は内書きで、減損損失の計上額であります。

151 670

無形固定資産

計 427 394 － 1,781

期末
帳簿価額

減価償却
累計額

期末
取得原価

摘　　要

2,452

256,285 325,96469,678

当期
償却額

有形固定資産

計 68,702 9,610 3,646

区　分 資産の種類
期首

帳簿価額
当期

増加額
当期

減少額
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２．引当金の明細

百万円 百万円 百万円 百万円

貸 倒 引 当 金 473 － 2 471

賞 与 引 当 金 624 658 624 658

役 員 退 職 引 当 金 20 8 12 16
修 繕 引 当 金 10,572 12,789 798 22,563
環 境 対 策 工 事 引 当 金 15 － － 15

（注）修繕引当金の主な増加要因は、法定に関するタンクの補修費用および各機器の機能維持のための取替の

      補修工事に係る費用等を新たに修繕引当金の対象に含めたことによります。

３．販売費及び一般管理費の明細

百万円

役 員 報 酬 52

役 員 賞 与 5

給 料 17

役員退職引当金繰入額 8

法 定 福 利 費 5

業 務 委 託 費 485

賃 借 料 2

交 際 費 7

租 税 公 課 302

そ の 他 66

合　　計 954

科　　目 金　　額 摘　　　　　要

区　分 期首残高 当期増加額 当期減少額 期末残高
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